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給を保つ成熟期に到達する。1980年頃である。

2　適正規模の節目
小規模経営が長期間続いていたことは先ほ

ど述べたが、１戸当たり飼養羽数が100羽台に
達するのは1970年代、1,000羽に達するのは 
1984年と各々15年を要している。
ここで次の第１表に示す1990年代初頭の動

きに注目したい。
1989年と90年を比較して、それぞれの項目

の数字に目立った変化はないが、1990年と91
年では飼養戸数と１戸当たり飼養羽数が明ら
かに変化している。これは1991年以降、飼養
羽数300羽未満の飼養者が統計から除外され

最近の家計消費からみたスーパーマーケッ
トの購買率ランキングTOP10は、１位が豆腐、
２位が鶏卵、３位が牛乳となっている。２位
の鶏卵は1960年代の高度成長期にも、日本人
が好きなもの上位三傑、巨人、大鵬、卵焼き
に入っており、その人気は根強いものがある。
2018年の国民１日１人当たり鶏卵の消費量

は56.3g、10年前（2008年）の53.5gと比較しても
ほぼ横ばいである。
今回は、鶏卵の生産体制、特にその主体が

大きな転換を見せる1980年から90年にかけて
の動向を振り返り、現在の企業規模について
考えてみたい。

1　家族経営が長く続いた採卵養鶏
採卵養鶏業は農家の副業として、貴重な現

金収入源であった自給養鶏から始まる。当初
の形態は農家の家内労働によるものであり、飼
養羽数は１戸当たり数羽から数十羽であった。
１戸当たりの飼養羽数の統計を遡ってみる

と、1906年の１戸当たりの飼養羽数は６羽、
その50年後、1956年のそれはまだ 10羽でしか
ない。この間、戸数は増加しているものの、
依然として小規模経営の形態が長期間続いて
いたことがわかる。
自給・ 副業の農家養鶏は、やがて一部が羽

数を増やしつつ複合・主業養鶏業に向かい、
他方で農協が小規模農家養鶏を組織化し、30
万羽規模の養鶏団地構想などの施策を全国に
展開する。
養鶏熱が高まる中、高度成長期を前後して

育種改良やウィンドレス鶏舎などの新技術が
導入され、さらに生産量を拡大しながら国内需
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適正規模を超えたか、採卵鶏企業

年次 飼養戸数 飼養羽数
（千羽）

鶏卵生産量
（千トン）

1戸当り羽数
（羽）

1989 94,400 138,988 2,423 1,472
90 86,500 136,961 2,420 1,583
91 10,100 139,298 2,536 13,792
97 6,530 146,152 2,573 22,382
98 5,390 145,299 2,536 26,957

資料  飼養戸数、飼養羽数は農林水産省「畜産統計」、鶏卵生産は農
林水産省「食料需給表」を基に作成

（注） 飼養羽数は成鶏めす。

第1表　 採卵養鶏の動向（1989年～98年）

第1図　経営主体別飼養羽数

資料 農林水産省「畜産統計」
（注） 協業経営はその他に含めた。
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き、2018年の国内鶏卵総生産量は263万トンで
ある。
その過程において鶏卵価格安定基金が創設

され、1970年代からは生産調整政策が出され
た。その遵守をめぐっては国会を舞台にヤミ
増羽問題が取り上げられたほどである。この
経過については別稿

（注）
に譲るが、大手企業での

天
てん

網
もう

のすり抜けは目を覆うものがあった。第
２図は北海道の実態である。大企業至上主義
者はその後も増羽したが、中小の企業は投資
を行い得ず、上位企業に吸収される結末とな
った。生産調整も実効性を保てず2004年に終
了する。

4　おわりに
発展する業界では例外なく他の大型資本が

参入し、業界が混迷するパターンはよくある
が、採卵養鶏業も例に漏れない。
1990年前後に支配的となる企業養鶏は、工

業養鶏とか装置産業などと異名を持つ業界へ
変貌した。
疾病や自然災害が多発するようになり、さ

らにはアメリカでのアニマルウェルフェア
（AW）の動向が日本にも波及すると考えられ
る。量の増大は質の低下を招くという。採卵
養鶏の集積というリスクをもう一度立ち止ま
って考える時が来たと言えなかろうか。

（おおもり　たかし）

たことが原因なのだが、このことから
次のことが読み取れる。
第一に、1991年の飼養羽数300羽未

満の小規模飼養者は直近の減少率を加
味してもおよそ69,500戸、全体の87%
も存在していたこと。第二に、統計上
に残る飼養戸数は前年の13%程度まで
に激減するが、鶏卵生産量は逆に増加
していること。
また、1998年には飼養羽数1,000羽

未満の飼養者が統計から除外された
が、当該除外戸数は1,140戸、自然減を加味す
ると約1,000戸、全体の15%程度と推測できる。
この時点では依然として農家の副業養鶏は残
っているものの、もはや鶏卵生産全体には影
響を及ぼしていない。
以上のことから、1991年に小規模農家養鶏

は統計上だけでなく、事実上生産者の立場か
ら除外されたのである。
第１図で採卵養鶏の経営主体別の飼養羽数

の動きを見ても、まさに1990年辺りで農家と
会社の飼養羽数が逆転しており、大きな構造
転換が起こったことがお解かりであろう。会
社の飼養割合はその後も進んで、現在では
90%となっている。ちなみに、同様に企業化
が進んでいる養豚経営では、1992年に34%、
現在では80%であるから採卵養鶏での企業割
合の高さがわかる。

3　生産調整と足並みの乱れ
このような規模拡大が進む中、鶏卵は過剰

生産と生産調整時代に突入する。総生産量の
200万トン超は1980年に始まり、わずか８年で
国内需要適合量である240万トンに到達した。
その４年後1992年の総生産量は257万トン、そ
れ以降、国内生産は250万トン台と過剰が続

（注）大森隆ほか（2018）「採卵養鶏部門における生産
調整の実施とその帰結」『農経論叢』第72集。
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第2図　北海道での生産調整下の規模別増羽状況（1990年）

500

資料 北海道養鶏会議資料より作成
（注） 北海道内の3万羽規模以上の会社を対象とした。
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